
国 地 契 第 ９ ３ 号

平成１９年３月２９日

各地方整備局長 あて

国土交通事務次官

「工事請負業者選定事務処理要領」及び「工事請負業者の資格を定める

場合の総合点数の算定要領」の一部改正について

標記について、別紙１及び別紙２のとおり改正されたので、遺漏なきよう措

置されたい。



別紙１

工事請負業者選定事務処理要領の一部を改正する要領

工事請負業者選定事務処理要領（昭和４１年１２月２３日付け建設省厚第７

６号）の一部を次のように改正する。

第５第２項中第八号を第九号とし、第五号から第七号までを一号ずつ繰り下

げ、同項第四号の次に次のように加える。

五 申請者が共同企業体であって、客観的事項及び主観的事項について算定

した点数の調整（共同企業体の資格審査要領（昭和３７年１１月２７日付

け建設省発計第７９号）４に規定する客観点数及び主観点数の調整をい

う ）を希望する場合においては、合併等に関する合理的な計画が記載さ。

れた書類

「 」 「 」 、 。第５第３項中 第７号 を 第８号 に改め 同項後段に次のように加える

なお、申請者が電子納税証明書を所持している場合には、前項第８号に掲げ

る書類の提出に代えて、電子納税証明書の送信をもって申請を受け付けること

ができるものとする。

第６の２第２項中「第７号」を「第８号」に改める。

第６の２第３項中「第６号」を「第６項」に改める。

第１１中「地方厚生課長」を「地方課長」に改める。

第１３第３項第五号中「工事種別」の次に「、許可の区分又は建設業許可番

号」を加え、同項第６号中「第７条」を「第７」に改める。

第１４第３項中「地方厚生課長」を「地方課長」に改める。

第１８中「状況」を「状況を」に 「地方厚生課長」を「地方課長」に改め、

る。

様式１を次のように改める。



様式１

※ 受付番号 ※ 業者コ－ド

③   申   請   を   希   望   す   る   部   局
21 01 02 03 04 05 06 07 08 09  

① 合

計

（千円）
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１８

１９

２０

２１

そ         の         他

合                      計

（注）  完成工事高については、消費税を含まない金額を記載すること。

完
　
　
　
　
　
成
　
　
　
　
　
工
　
　
　
　
　
事
　
　
　
　
　
高

10
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関

東
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競 争 参 加 資 格
希 望 工 種 区 分

一 般 土 木 工 事

東

北

ア ス フ ァ ル ト 舗 装 工 事

鋼 橋 上 部 工 事

造 園 工 事

建 築 工 事

木 造 建 築 工 事

電 気 設 備 工 事

暖 冷 房 衛 生 設 備 工 事

セメン ト ・ コンク リ－ト舗装工事

プレストレスト・コンクリ－ト工事

法 面 処 理 工 事

塗 装 工 事

維 持 修 繕 工 事

河 川 し ゅ ん せ つ 工 事

グ ラ ウ ト 工 事

杭 打 工 事

さ く 井 工 事

プ レ ハ ブ 建 築 工 事

機 械 設 備 工 事

通 信 設 備 工 事

受 変 電 設 備 工 事
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国
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究
所

本
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官
庁
営
繕
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国

九

州

１ ： ※ 02 受付番号 ※ 03 ※ 申請者 06 適格組 平成     年     月     日

２ ： 04 建設業許可番号 - 05 の規模 合証明 第                         号

平成 　　　　年度において、貴 地方整備局で行われる建設工事に係る競争に参加する資格の審査を申請します。
なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。

平成               年              月              日

殿

07 本社（店）郵便番号

ﾌ ﾘ ｶﾞﾅ

08 本社（店）住所

ﾌ ﾘ ｶﾞﾅ

09 商号又は名称

10 役職

ﾌ ﾘ ｶﾞﾅ ﾌ ﾘ ｶﾞﾅ

代表者氏名 11 担当者氏名

12 本社（店）電話番号 13

（ 内線番号 ）

14 本社（店）ＦＡＸ番号 15 メ－ルアドレス

16 電子入札用ICカードの登録番号

（17 代理申請時使用欄）
申請代理人 申請代理人郵便番号

申請代理人住    所 申請代理人電話番号

申請代理人氏    名

18 外資状況 19 営業年数
１ ２ ３ 年
［ 国名 ：                         ］ ［ 国名 ：                         ］ ［ 国名 ：                       ］ ［ 国名 ：                       ］

（ 外資比率 ： １００％ ） （ 外資比率 ：        ％ ） （ 外資比率 ：        ％ ） 20 総職員数
（人）

※欄については、記載しないこと（以下同じ）。
「16電子入札用ICカードの登録番号」欄には、国土交通省の電子入札システムでの企業ID（複数ある場合には代表的なものを１つ）を記入すること。

新規

更新

一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（建設工事）

01 業 者 コ － ド

17

外 国 籍 会 社 日 本 国 籍 会 社

担当者電話番号

0 0 0

日 本 国 籍 会 社

0

地 方 整 備 局

9 00 0 0 0

印

印



様式２及び様式３を次のように改める。



様式２
※ 受付番号 ※ 業者コ－ド

競争参加資格希望

工種区分

建設業法上の建設工事

０１ 土木一式

０２ 建築一式

０３ 大工

０４ 左官

０５ とび・土工・コンクリ－ト

０６ 石

０７ 屋根

０８ 電気

０９ 管

１０ タイル・れんが・ブロック

１１ 鋼構造物

１２ 鉄筋

１３ ほ装

１４ しゅんせつ

１５ 板金

１６ ガラス

１７ 塗装

１８ 防水

１９ 内装仕上

２０ 機械器具設置

２１ 熱絶縁

２２ 電気通信

２３ 造園

２４ さく井

２５ 建具

２６ 水道施設

２７ 消防施設

２８ 清掃施設

その他

合              計

記載要領

１    本表は総合評定値通知書に記載されている工事種別ごとの年間完成平均工事高を、当省（庁）の定める「競争参加資格希望工種区分」に分割もしくは合算して申請する場合に作成すること。

２    右側※の「建設業法上の建設工事」の各合計値は、経営事項審査における建設工事の種別ごとの年間平均完成工事高と同一であること。

３    「建設業法上の建設工事」の種別には、経営事項審査において審査を受けた全ての建設工事の種別に対応した年間平均完成工事高を記載し、また「競争参加資格希望工種区分」には、

それに該当する全ての「競争参加資格希望工種区分」を記載すること。

　 　　 　 　 　　 　 　 　

　

　 　

　　

　

　　

　

　　 　 　 　

　 　 　

　 　 　 　

プレスト
レスト・
コンク
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法面処理 塗装 維持修繕

　

鋼橋上部

　

　

一般土木
ｱｽﾌｧﾙﾄ
舗装

　

工     事     分     割     内     訳     表

　

造園 建築 木造建築 電気設備
暖冷房
衛生

セメン
ト・コン
クリート
舗装

　

　

　

　

河川
しゅん
せつ

　

　

グラウト

　

　

　

杭打

　

　

　

さく井

　

　

プレハ
ブ建築

　

　

　

機械

　

　

　



様式３

該当の有無について 有 無

資本関係に関する事項

　親会社（会社法第２条第４号の規定によるもの。）

建設業許可番号 － 本店電話番号（代表）

更生会社･再生手続中の会社 商号又は名称

本店住所

　親会社（会社法第２条第４号の規定によるもの。）

建設業許可番号 － 本店電話番号（代表）

更生会社･再生手続中の会社 商号又は名称

本店住所

　子会社（会社法第２条第３号の規定による子会社）のうち、建設業許可を有している子会社
建設業許可番号 商号又は名称（３５文字以内） 建設業許可番号 商号又は名称（３５文字以内）

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

役員の兼任に関する事項
役職名 氏名 兼任先の建設業許可番号 兼任先の商号又は名称（３５文字以内） 兼任先での役職

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

【記載要領】
１．本調書は、申請日現在で作成すること。
２．親会社が建設業許可を受けていない場合には、建設業許可番号欄に「なし」と記載すること。
３．役職名には、「代表取締役」、「取締役」（社外取締役を含む。）、「管財人」、又は「執行役」（代表執行役を含む。）のいずれかを記載する。「監査役」、「執行役員」等は役員に該当しない。

※受付番号

1

2

※建設業許可番号

18

19

20

1

2

8

9

10

3

4

5

6

15

16

177

11

12

13

14

4

5

1

2

3

10

6

7

8

9

業　態　調　書　（「道路･河川･官庁営繕･公園関係」・「港湾空港関係」  共 通  ）

※ 受付番号 ※ 業者コ－ド

有資格技術職員内訳

 一    級 「鋼構造及びコンクリート」

 二    級 建設部門に係る選択科目のうち「鋼構造及びコンクリート以外のもの」

 一    級 「農業土木」

 電気電子部門に係る選択科目

二   級 鋼構造物塗装 「流体工学」又は「熱工学」

薬液注入 　 機械部門に係る選択科目のうち「流体工学」又は「熱工学」以外のもの

 一    級 総合技術監理部門 「上水道及び工業用水道」

建築 上下水道部門に係る選択科目のうち「上水道及び工業用水道」以外のもの

二   級 「林業」

「森林土木」

 一    級 「水質管理」

 二    級 「廃棄物管理」

 一    級 衛生工学に係る選択科目のうち「水質管理」、「廃棄物管理」以外のもの

 二    級  「鋼構造及びコンクリ－ト」

 一    級  その他

 二    級  農業  「農業土木」

 電気電子部門

 「流体工学」又は「熱工学」

 その他

 「上水道及び工業用水道」

 その他

記載要領  「林業」

｢有資格技術者職員内訳｣の人数欄については、添付した総合評定値通知書の基になっ  「森林土木」

た｢経営規模等評価申請書｣<別紙二>の技術者名簿から集計して､転記して下さい。  「水質管理」

<別紙二>の有資格区分コード番号と<本表>の資格区分コード番号は対応しています。 「廃棄物管理」

従って、技術者名簿の同じコード番号をそれぞれ集計し､<本表>の同じコード番号の  その他

級別・種別・資格区分コード毎の人数欄に記入してください。  一級建築士

また激変緩和措置を選択されている場合は前年の同技術者名簿の人数との平均人数  二級建築士

(端数切捨)を記入してください。  木造建築士

｢実人数｣欄には技術者名簿<別紙二>から、<本表>の資格区分コード番号のいずれか  建築設備士

一つ以上該当している技術者の合計人数を記入してください。

また、｢監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証の所持者数｣については、同技術者名簿<別紙二>の｢資格者証交付番号｣欄に同交付番号が記載

されている技術者で監理技術者講習修了証を所持している技術者を集計し､合計人数を記入してください。

○平成16年2月29日以前に監理技術者講習を受けた者であって、平成16年3月1日以後に監理技術者資格者証の交付を受けた者である場合には、監理技術者資格者証及び指定講習受講修了証を有する

127

228

129

230

※

　

133

234
 造園施工管理技士

―

―

合                     計

 上下水道

森林

 衛生工学

 機械

※

建

築

士

等

技

術

士

113

214

215

 建設

 建築士

躯体

 建設機械施工技士

土木

仕上げ

216

120

221

222

223

111

212

 土木施工管理技士

 電気工事施工管理技士

 建築施工管理技士

 管工事施工管理技士

級別・種別・資格区分コード

業            態            調            書      (｢道路・河川・官庁営繕・公園関係｣その１)

※

検 定 種 目 人 数 技 術 部 門 選 択 科 目 ・ 資 格 区 分 コ ー ド

監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証の
所　　　持　　　者　　　数

施

工

管

理

技

士

実         人          数

※

建設業法の一部改正に伴う経過措置により、平成16年3月1日より5年間に限り「監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証の所持者数」には、次の者も含めて集計してください。

○平成16年2月29日以前に交付された監理技術者資格者証を有する者。



※ 受付番号 ※ 業者コ－ド

工事種別

部局

記載要領

   「希望する工事の内容」については、希望する工事の内容に対応するコ－ドを希望する順位の順番に記載すること。

   様式①－２において希望した工事種別のみ記入すること。

   申請後の希望順位の変更、追加、削除はできません。

業           態           調           書     (｢道路・河川・官庁営繕・公園関係｣その２)

法面
処理

舗装維持

電気設備工事における屋内の工事の比率
Ｃ Ｃ

Ａ

Ｂ Ｂ

Ａ

舗装以外の
道路維持

河川維持

設備工事比率 （％）
Ｄ Ｄ

暖冷房衛生設備工事における暖冷房設備工事の比率
Ｅ Ｅ

Ｆ Ｆ

Ｇ Ａ

Ｈ Ｂ

軟弱地盤

都市土木

一 般 土 木
電気
設備

ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽ
ﾄ･ｺﾝｸﾘー ﾄ

法面
処理

塗 装 維持修繕 杭打 機 械 設 備 通信設備 受変電設備 Ａ Ａ建設電気設備

３
位
４
位

コ
ー
ド

希望する
工事の内容

河川・海岸

道路

構造物

砂防・地すべ
り防止

トンネル

ダム

５
位
６
位
７
位
８
位
１
位

１
位

２
位

２
位

２
位

１
位

１
位

２
位

３
位

２
位

１
位

４
位

３
位
４
位
５
位
６
位
１
位

１
位
２
位

２
位

３
位
４
位
５
位
６
位

１
位
２
位
３
位

７
位

Ｂ Ｂ

ﾌﾟﾚｽﾄ
ﾚｽﾄ・ｺ
ﾝｸﾘ-ﾄ

Ａ Ｃ

Ｂ Ｄ

建築電気設備

プレテンション

ポストテンション

Ａ Ｅ

Ｂ Ｆ

アンカ－工

その他

Ａ Ｇ

Ｂ Ａ

建物塗装

橋梁塗装・
水門扉塗装

Ｃ Ｂ

Ｄ Ｃ

区画線

その他

Ｃ

Ｄ

Ａ

１ Ｂ
受変電
設備

１
位
２
位

希望
順位

工事
種別

電気
設備

一般
土木

１
位
２
位

４
位

３
位

東北

関東

北陸

中部

近畿

中国

四国

九州

橋梁補修

道路清掃
作業

その他の補修

既製杭

場所打ち
コンクリ－ト杭

水門設備

ポンプ設備

換気設備

ダム施工
機械設備

昇降機設備

消・融雪設備

その他

監視制御・
情報通信設
防災・情報
表示設備

有線通信線路

鉄塔・反射板

受変電設備

発電設備

その他の
電源設備

工事
種別

コ
ー
ド

希望する
工事の内容

維持
修繕

杭打

機械
設備

通信
設備

塗装

２

該当の有無について 有 無

国土交通省退職者の再就職状況に関する事項

平成17年10月1日以降に営業担当部署に就いた者の氏平成17年10月1日以降における役職 営業担当部署への就任年月日（必ず平成17年10月1日以降の日付）

平成 年 月 日

国土交通省における退職日 国土交通省における退職時の官職

平成 年 月 日

平成17年10月1日以降に営業担当部署に就いた者の氏平成17年10月1日以降における役職 営業担当部署への就任年月日（必ず平成17年10月1日以降の日付）

平成 年 月 日

国土交通省における退職日 国土交通省における退職時の官職

平成 年 月 日

平成17年10月1日以降に営業担当部署に就いた者の氏平成17年10月1日以降における役職 営業担当部署への就任年月日（必ず平成17年10月1日以降の日付）

平成 年 月 日

国土交通省における退職日 国土交通省における退職時の官職

平成 年 月 日

平成17年10月1日以降に営業担当部署に就いた者の氏平成17年10月1日以降における役職 営業担当部署への就任年月日（必ず平成17年10月1日以降の日付）

平成 年 月 日

国土交通省における退職日 国土交通省における退職時の官職

平成 年 月 日

平成17年10月1日以降に営業担当部署に就いた者の氏平成17年10月1日以降における役職 営業担当部署への就任年月日（必ず平成17年10月1日以降の日付）

平成 年 月 日

国土交通省における退職日 国土交通省における退職時の官職

平成 年 月 日

【記載要領】
１．本調書は、申請日現在で作成すること。
２．社内異動及び新規採用は問わず、平成17年10月1日以降に営業担当部署に就いた者を対象とする。（平成17年10月1日以前から営業担当部署に就いている者は対象としない。）
３．「国土交通省における退職時の官職」欄はできるだけ詳しく記入する。ただし、「国土交通省」は記入しない。（例：○○地方整備局○○河川国道事務所○○課長）
４．「国土交通省における退職時の官職」及び「国土交通省における退職日」は把握している範囲において記入すること。
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※受付番号 ※建設業許可番号

業　態　調　書　（「道路･河川･官庁営繕･公園関係」・「港湾空港関係」  共 通  ）

1

2

3

4

国土交通省退職者の特定部署への就任自粛等の要請について

　国土交通省では別紙のとおり、「国土交通省との間で密接な関係があるとされた営利企業のうち、当省発注の公共工事の受注実績のある企業におかれては、退職後５年が経過し
ていない国土交通省退職者について、平成１７年１０月１日以降、新たに営業担当部署へ就任させることがないよう要請」を行っているところです。
　ついては、資格審査申請書類の一部として、このような国土交通省退職者の有無等に関する調書をご提出下さい。



様式特６を次のように改める。



様式 特６

一般競争（指名競争）参加資格認定取消通知書
記

郵便番号

住　　　　　　所

商号又は名称

　 殿

業者コード 受付番号 

平成　　　年　　　月　　　日

　
　 部　局　長

　 　

　先に平成　　年　　月　　日付けをもって一般
競争（指名競争）参加資格がある旨通知した
が、上記の資格については、その認定を取り消
したので、通知します。

等級区分工　　事　　種　　別



別添を次のように改める。



（別添）









附 則

この要領による改正後の工事請負業者選定事務処理要領は、平成１９年度以

降に締結する工事請負契約に関する事務処理について適用する。



別紙２

工事請負業者の資格を定める場合の総合点数の算定要領の一部を改正する

要領

工事請負業者の資格を定める場合の総合点数の算定要領（昭和４１年１２月

２３日建設省厚第７９号）の一部を次のように改正する。

第３第三号ハ中 イ から ニ まで を イ から ホ まで に 並「（ ） （ ） 」 「（ ） （ ） 」 、「

びに建設業経理事務士等の数値」を「、公認会計士等の数値並びに防災協定の

有無の数値」に改める。

第３第三号ハ（ニ）中「建設業経理事務士等」を「公認会計士等」に 「別、

表第９」を「別表９」に改め （ニ）の次に次のように加える。、

（ホ）防災協定の有無の数値は、告示別表第八の（１）又は（２）の区分に

応じ、別表１０の数値の欄に掲げる数値とする。

第４中「地方整備局請負工事成績評定要領（昭和４２年３月３０日建設省官

技第１５号）第５、官庁営繕部請負工事成績評定要領（昭和５４年６月２２日

建設省営監第１３号）第５、請負工事成績評定要領（平成１３年３月３０日国

官技第９２号）第５」を「請負工事成績評定要領（平成１３年３月３０日国官

技第９２号）第５、官庁営繕部請負工事成績評定要領（昭和５４年６月２２日

建設省営監第１３号）第５」に 「総評点」を「評定点合計」に 「技術的難易、 、

度、工事の請負金額を１００万円で除した数値並びに当該工事を発注した地方

整備局又は官庁営繕部の別及び当該工事の請負代金額に応じ別表１０の「部局

係数」の欄に掲げる数値」を「技術的難易度係数（請負工事成績評定要領第５

の技術的難易度評価表による技術的難易度評価に基づき付した１．０から２．

０までの値をいう。以下同じ 、工事の請負金額を１００万円で除した数値、。）

当該工事を発注した地方整備局又は官庁営繕部の別、当該工事の請負代金額に

応じ、別表１１「部局係数」の欄に掲げる数値（以下「部局係数」という ）。

及び調整係数（調査基準価格を下回る価格で契約した工事であって工事成績評

定表による評定点合計が６５点未満のものについては、２．０、これ以外の工

事については、１．０とする。以下同じ 」に改める。。）

第４中「別表１１及び別表１２」を「別表１２及び別表１３」に 「別表１、

１の」を「別表１２の」に 「別表第１２の」を「別表第１３の」に改める。、

第４中「これに加えて、技術提案を受付けた工事については、工事ごとに成

績評定表による評定点から６５点を控除した点数（技術提案を受け付けたが落

札しなかった工事については１．０点）に、当該工事の技術的難易度、ＶＥ等

評価点数、工事の請負金額を１００万円で除した数値並びに当該工事を発注し



た地方整備局又は官庁営繕部の別及び当該工事の請負金額に応じ別表１０の

「部局係数」の欄に掲げる数値を乗じた点数を「合計点数」に加算する。技術

的難易度は、平成１３年４月より前に発注し、かつ、平成１３年７月より前に

完成した工事については、別に定める「技術点数 「技術補正点数」及び「環」、

境補正点数」を加えて算出した値（小数点以下第２位を四捨五入した値）とす

る。ただし、当該工事に複数の工種・工法を含む（全体工事費の概ね３割以上

の）場合においては、それぞれの工種・工法に対する直接工事費の加重平均に

より算出した「技術点数」及び「技術補正点数」と「環境補正点数」を加えた

値とする。平成１３年４月以降発注した工事及び平成１３年７月以降完成した

工事については、請負工事成績評定要領（平成１３年３月３０日国官技第９２

） ． ．号 第５の技術的難易度評価表による技術的難易度評価に基づき１ ０から２

０までの値を付与するものとする。また、ＶＥ等評価点は、平成１３年４月よ

り前に発注し、かつ、平成１３年７月より前に完成した工事については、ＶＥ

審査委員会において受け付けた技術提案ごとに、コスト低減効果、提案の独創

性、技術の展開性等を考慮した評価に基づき１．１から１．４までの値を付与

するものとする。平成１３年４月以降発注した工事及び平成１３年７月以降完

成した工事については、請負工事成績評定要領（平成１３年３月３０日国官技

第９２号）第５のＶＥ提案等評定表によるＶＥ評定に基づき１．１から１．６

の値を付与するものとする。なお、成績評点が負の値になる場合は、負の値と

して「合計点数」を計算し、その際、技術的難易度を逆数にして乗じるものと

する 」を「ただし、技術提案を受け付けた工事（契約後ＶＥ方式によるもの。

を除く ）については、工事ごとに工事成績評定表による評定点合計から６５。

（ ．点を控除した点数 技術提案を受け付けたが落札しなかった工事については１

０点）に、当該工事の技術的難易度係数、工事の請負金額を１００万円で除し

た数値、部局係数、得点率（加算点（評価に応じて与えられる得点をいう ）。

を加算点の満点で除したもの ）に１．０を加えた数値及び調整係数を乗じた。

点数を当該工事の点数とする 」に改め、第４に次の二項を加える。。

２ 前項の成績評点が負の値になる場合は、技術的難易度係数を逆数にして当

該工事の点数を計算する。

３ 入札を辞退した工事、契約担当官等から入札を無効とされた工事及び入札

、 、価格が予定価格を超過した工事については 第１項の規定の適用においては

点数の算出対象としないものとする。



別表１を次のように改める。



別表１

点数

2,000 億円以上 2,616

1,500 億円以上 2,000 億円未満 123×（年間平均完成工事高）÷50,000,000＋2,124

1,200 億円以上 1,500 億円未満 112×（年間平均完成工事高）÷30,000,000＋1,933

1,000 億円以上 1,200 億円未満 113×（年間平均完成工事高）÷20,000,000＋1,703

800 億円以上 1,000 億円未満 112×（年間平均完成工事高）÷20,000,000＋1,708

600 億円以上 800 億円未満  99×（年間平均完成工事高）÷20,000,000＋1,760

500 億円以上 600 億円未満  86×（年間平均完成工事高）÷10,000,000＋1,541

400 億円以上 500 億円未満  88×（年間平均完成工事高）÷10,000,000＋1,531

300 億円以上 400 億円未満  87×（年間平均完成工事高）÷10,000,000＋1,535

250 億円以上 300 億円未満  74×（年間平均完成工事高）÷ 5,000,000＋1,352

200 億円以上 250 億円未満  74×（年間平均完成工事高）÷ 5,000,000＋1,352

150 億円以上 200 億円未満  75×（年間平均完成工事高）÷ 5,000,000＋1,348

120 億円以上 150 億円未満  63×（年間平均完成工事高）÷ 3,000,000＋1,258

100 億円以上 120 億円未満  61×（年間平均完成工事高）÷ 2,000,000＋1,144

80 億円以上 100 億円未満  63×（年間平均完成工事高）÷ 2,000,000＋1,134

60 億円以上 80 億円未満  49×（年間平均完成工事高）÷ 2,000,000＋1,190

50 億円以上 60 億円未満  50×（年間平均完成工事高）÷ 1,000,000＋1,037

40 億円以上 50 億円未満  50×（年間平均完成工事高）÷ 1,000,000＋1,037

30 億円以上 40 億円未満  49×（年間平均完成工事高）÷ 1,000,000＋1,041

25 億円以上 30 億円未満  50×（年間平均完成工事高）÷   500,000＋  888

20 億円以上 25 億円未満  38×（年間平均完成工事高）÷   500,000＋  948

15 億円以上 20 億円未満  36×（年間平均完成工事高）÷   500,000＋  956

12 億円以上 15 億円未満  37×（年間平均完成工事高）÷   300,000＋  879

10 億円以上 12 億円未満  38×（年間平均完成工事高）÷   200,000＋  799

8 億円以上 10 億円未満  38×（年間平均完成工事高）÷   200,000＋  799

6 億円以上 8 億円未満  24×（年間平均完成工事高）÷   200,000＋  855

5 億円以上 6 億円未満  25×（年間平均完成工事高）÷   100,000＋  777

4 億円以上 5 億円未満  25×（年間平均完成工事高）÷   100,000＋  777

3 億円以上 4 億円未満  26×（年間平均完成工事高）÷   100,000＋  773

3 億円未満  24×（年間平均完成工事高）÷    50,000＋  707

2 億円以上  25×（年間平均完成工事高）÷    50,000＋  702

2 億円未満  24×（年間平均完成工事高）÷    50,000＋  706

 25×（年間平均完成工事高）÷    30,000＋  653

1 億円以上  25×（年間平均完成工事高）÷    20,000＋  603

8,000 万円以上 1 億円未満  25×（年間平均完成工事高）÷    20,000＋  603

6,000 万円以上 8,000 万円未満  13×（年間平均完成工事高）÷    20,000＋  651

5,000 万円以上 6,000 万円未満  12×（年間平均完成工事高）÷    10,000＋  618

4,000 万円以上 5,000 万円未満  12×（年間平均完成工事高）÷    10,000＋  618

3,000 万円以上 4,000 万円未満  14×（年間平均完成工事高）÷    10,000＋  610

2,500 万円以上 3,000 万円未満  11×（年間平均完成工事高）÷     5,000＋  586

2,000 万円以上 2,500 万円未満  12×（年間平均完成工事高）÷     5,000＋  581

1,500 万円以上 2,000 万円未満  12×（年間平均完成工事高）÷     5,000＋  581

1,200 万円以上 1,500 万円未満  14×（年間平均完成工事高）÷     3,000＋  547

1,000 万円以上 1,200 万円未満  12×（年間平均完成工事高）÷     2,000＋  531

1,000 万円未満  11×（年間平均完成工事高）÷    10,000＋  580

年間平均完成工事高

注１．年間平均完成工事高の単位は千円とし、千円未満の端数がある場合は、これを切り捨てる。

注２．評点に小数点以下の端数がある場合は、これを切り捨てる。

1億2,000万円未満

2億5,000万円以上

2億5,000万円未満

1億5,000万円以上

1億2,000万円以上 1億5,000万円未満



別表６を次のように改める。



別表６

合計数値 点数 合計数値 点数 合計数値 点数 合計数値 点数

103 987 77 813 51 640 25 467

102 980 76 807 50 633 24 460

101 973 75 800 49 627 23 453

100 967 74 793 48 620 22 447

99 960 73 787 47 613 21 440

98 953 72 780 46 607 20 433

97 947 71 773 45 600 19 427

96 940 70 767 44 593 18 420

95 933 69 760 43 587 17 413

94 927 68 753 42 580 16 407

93 920 67 747 41 573 15 400

92 913 66 740 40 567 14 393

91 907 65 733 39 560 13 387

90 900 64 727 38 553 12 380

89 893 63 720 37 547 11 373

88 887 62 713 36 540 10 367

87 880 61 707 35 533 9 360

86 873 60 700 34 527 8 353

85 867 59 693 33 520 7 347

84 860 58 687 32 513 6 340

83 853 57 680 31 507 5 333

82 847 56 673 30 500 4 327

81 840 55 667 29 493 3 320

80 833 54 660 28 487 2 313

79 827 53 653 27 480 1 307

78 820 52 647 26 473 0 0



別表１０から別表１２までを削り、別表９の次に別表１０から別表１３まで

として次のように加える。



10別表

区分 数値

（１） 3

（２） 0



11別表

工　事　請　負　金　額 部局係数

当該地方支分部局が発注
した工事

全　工　事 1.0

７億２，０００万円以上 1.0

　　　　　　　２億円以上　７億２，０００万円未満 0.5

　　　　　　　　　　　　　　　２億円未満 0.2

他の地方支分部局又は官
庁営繕部が発注した工事



12別表

2,000,000 以上 1,892 　 2,200 以上 2,400 未満 243 253

1,500,000 以上 2,000,000 未満 1,735 1,810 2,000 以上 2,200 未満 236 246

1,200,000 以上 1,500,000 未満 1,622 1,692 1,800 以上 2,000 未満 229 239

1,000,000 以上 1,200,000 未満 1,536 1,602 1,600 以上 1,800 未満 221 230

800,000 以上 1,000,000 未満 1,436 1,497 1,400 以上 1,600 未満 212 221

600,000 以上 800,000 未満 1,317 1,373 1,300 以上 1,400 未満 207 216

500,000 以上 600,000 未満 1,246 1,300 1,200 以上 1,300 未満 202 211

400,000 以上 500,000 未満 1,165 1,215 1,100 以上 1,200 未満 197 206

300,000 以上 400,000 未満 1,069 1,114 1,000 以上 1,100 未満 192 200

250,000 以上 300,000 未満 1,011 1,055 900 以上 1,000 未満 186 194

200,000 以上 250,000 未満 946 986 810 以上 900 未満 180 187

150,000 以上 200,000 未満 867 904 730 以上 810 未満 174 182

120,000 以上 150,000 未満 811 846 660 以上 730 未満 169 176

100,000 以上 120,000 未満 768 801 600 以上 660 未満 164 171

80,000 以上 100,000 未満 718 748 540 以上 600 未満 159 166

60,000 以上 80,000 未満 658 686 480 以上 540 未満 153 160

50,000 以上 60,000 未満 623 650 440 以上 480 未満 149 156

40,000 以上 50,000 未満 582 607 400 以上 440 未満 145 151

30,000 以上 40,000 未満 534 557 330 以上 400 未満 137 143

25,000 以上 30,000 未満 505 527 270 以上 330 未満 129 135

20,000 以上 25,000 未満 473 493 200 以上 270 未満 118 123

15,000 以上 20,000 未満 433 452 150 以上 200 未満 108 113

12,000 以上 15,000 未満 405 423 120 以上 150 未満 101 105

10,000 以上 12,000 未満 384 400 100 以上 120 未満 96 100

9,000 以上 10,000 未満 372 388 80 以上 100 未満 89 93

8,100 以上 9,000 未満 360 375 60 以上 80 未満 82 85

7,300 以上 8,100 未満 349 364 50 以上 60 未満 77 81

6,600 以上 7,300 未満 338 353 40 以上 50 未満 72 75

6,000 以上 6,600 未満 329 343 25 以上 40 未満 63 65

5,400 以上 6,000 未満 318 332 15 以上 25 未満 54 56

4,800 以上 5,400 未満 307 321 10 以上 15 未満 48 50

4,400 以上 4,800 未満 299 312 6.0 以上 10 未満 41 42

4,000 以上 4,400 未満 291 303 4.0 以上 6.0 未満 36 37

3,600 以上 4,000 未満 282 294 2.5 以上 4.0 未満 31 32

3,300 以上 3,600 未満 275 286 1.5 以上 2.5 未満 27 28

3,000 以上 3,300 未満 267 278 1.0 以上 1.5 未満 24 25

2,700 以上 3,000 未満 258 270 1.0 未満 0 0

2,400 以上 2,700 未満 249 260

注２　平成19・20審査に係る「1,500,000以上　2,000,000未満」欄については、「1,500,000以上」と

　　読み替える。

注１　αは、技術評価点数と経営事項評価点数の最高値を５：５とするための係数

技術評価点数 技術評価点数

合　 計 　点　 数

平　成
17・18
審　査

（5:5）
α＝24.00

平　成
19・20
審　査

（5:5）
α＝25.03

合　 計 　点　 数

平　成
17・18
審　査

（5:5）
α＝24.00

平　成
19・20
審　査

（5:5）
α＝25.03
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800,000 以上 1,891 　 1,000 以上 1,100 未満 252 257

600,000 以上 800,000 未満 1,734 1,765 900 以上 1,000 未満 244 249

500,000 以上 600,000 未満 1,641 1,670 810 以上 900 未満 237 241

400,000 以上 500,000 未満 1,534 1,562 730 以上 810 未満 229 234

300,000 以上 400,000 未満 1,407 1,432 660 以上 730 未満 223 227

250,000 以上 300,000 未満 1,332 1,356 600 以上 660 未満 216 220

200,000 以上 250,000 未満 1,245 1,267 540 以上 600 未満 210 213

150,000 以上 200,000 未満 1,142 1,162 480 以上 540 未満 202 206

120,000 以上 150,000 未満 1,068 1,087 440 以上 480 未満 197 200

100,000 以上 120,000 未満 1,011 1,029 400 以上 440 未満 191 195

80,000 以上 100,000 未満 945 962 360 以上 400 未満 185 189

60,000 以上 80,000 未満 867 882 330 以上 360 未満 181 184

50,000 以上 60,000 未満 820 835 300 以上 330 未満 175 179

40,000 以上 50,000 未満 767 781 270 以上 300 未満 170 173

30,000 以上 40,000 未満 703 716 240 以上 270 未満 164 167

25,000 以上 30,000 未満 666 678 220 以上 240 未満 160 163

20,000 以上 25,000 未満 622 633 180 以上 220 未満 150 153

15,000 以上 20,000 未満 571 581 160 以上 180 未満 145 148

12,000 以上 15,000 未満 534 543 140 以上 160 未満 139 142

10,000 以上 12,000 未満 505 514 120 以上 140 未満 133 135

8,000 以上 10,000 未満 472 481 100 以上 120 未満 126 128

6,000 以上 8,000 未満 433 441 80 以上 100 未満 118 120

5,000 以上 6,000 未満 410 417 60 以上 80 未満 108 110

4,400 以上 5,000 未満 394 401 50 以上 60 未満 102 104

4,000 以上 4,400 未満 383 390 40 以上 50 未満 95 97

3,600 以上 4,000 未満 371 378 30 以上 40 未満 87 89

3,300 以上 3,600 未満 362 368 25 以上 30 未満 83 84

3,000 以上 3,300 未満 351 358 15 以上 25 未満 71 72

2,700 以上 3,000 未満 340 346 10 以上 15 未満 63 64

2,400 以上 2,700 未満 329 334 6 以上 10 未満 54 55

2,200 以上 2,400 未満 320 326 4.0 以上 6 未満 47 48

2,000 以上 2,200 未満 311 316 2.5 以上 4.0 未満 41 42

1,800 以上 2,000 未満 301 307 1.5 以上 2.5 未満 35 36

1,600 以上 1,800 未満 291 296 1.0 以上 1.5 未満 31 32

1,400 以上 1,600 未満 279 284 1.0 未満 0 0

1,300 以上 1,400 未満 273 278

1,200 以上 1,300 未満 267 271

1,100 以上 1,200 未満 260 264

注２　平成19・20審査に係る「600,000以上　800,000未満」欄については、「600,000以上」と読み替える。

注１　αは、技術評価点数と経営事項評価点数の最高値を５：５とするための係数

技術評価点数 技術評価点数

合　 計 　点　 数

平　成
17・18
審　査

（5:5）
α＝31.60

平　成
19・20
審　査

（5:5）
α＝32.16

合　 計 　点　 数

平　成
17・18
審　査

（5:5）
α＝31.60

平　成
19・20
審　査

（5:5）
α＝32.16



附 則

１．この要領による改正後の工事請負業者の資格を定める場合の総合点数の

算定要領は、平成１９年度以降に締結する工事請負契約に関する事務処理

について適用する。

２．平成１７年１２月１６日国土交通省告示第１４２５号による改正前の告

示の項目及び基準により審査を行った総合評定値に係る通知書（建設業法

施行規則（昭和２４年建設省令第１４号）第２１条の４に規定する通知書

。） 、 、をいう を提出した申請者にあっては 第３第三号ハの適用については

なお従前の例による。


